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○過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法 

（過疎地域） 

第二条 この法律において「過疎地域」とは、次の各号のいずれかに該当する市町村（地方税の収入

以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える市町村を除く。）の区域をいう。 

一、二（略） 

２ 主務大臣は、過疎地域をその区域とする市町村（以下「過疎地域の市町村」という。）を公示す

るものとする。 

（過疎地域持続的発展市町村計画） 

第八条 過疎地域の市町村は、持続的発展方針に基づき、当該市町村の議会の議決を経て過疎地域持

続的発展市町村計画（以下単に「市町村計画」という。）を定めることができる。 

２ 市町村計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 地域の持続的発展の基本的方針に関する事項 

二 地域の持続的発展に関する目標 

三 計画期間 

四 地域の持続的発展のために実施すべき施策に関する事項として次に掲げるもの 

イ 移住及び定住並びに地域間交流の促進並びに人材の育成に関する事項 

ロ 農林水産業、商工業、情報通信産業その他の産業の振興及び観光の開発に関する事項 

ハ 地域における情報化に関する事項 

ニ 交通施設の整備及び住民の日常的な移動のための交通手段の確保に関する事項 

ホ 生活環境の整備に関する事項 

ヘ 子育て環境の確保並びに高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関する事項 

ト 医療の確保に関する事項 

チ 教育の振興に関する事項 

リ 集落の整備に関する事項 

ヌ 地域文化の振興等に関する事項 

ル 地域における再生可能エネルギーの利用の推進に関する事項 

五 市町村計画の達成状況の評価に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、地域の持続的発展に関し市町村が必要と認める事項 

３ 市町村計画には、前項第四号ロに掲げる事項に関し、過疎地域の区域の特性に応じた農林水産業

の振興、商工業の振興、情報通信産業の振興、観光の振興その他の産業の振興の促進に関する事項

（以下この条及び第二十七条において「産業振興促進事項」という。）を記載することができる。 

４ 産業振興促進事項は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 産業の振興を促進する区域（以下「産業振興促進区域」という。） 

二 産業振興促進区域において振興すべき業種 

三 前号の業種の振興を促進するために行う事業の内容に関する事項 

５ 市町村計画に第二項第四号に掲げる事項を記載するに当たっては、他の市町村との連携に関する

事項について記載するよう努めるものとする。 

６ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興に関する計画と調和が保たれるとともに、広域的

な経済社会生活圏の整備の計画及び当該市町村計画を定めようとする市町村の公共施設等の総合的

かつ計画的な管理に関する計画に適合するよう定めなければならない。 

７ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めようとするときは、当該市町村計画に定める事項のうち

第二項第四号に掲げる事項（産業振興促進事項を含む。）については、あらかじめ都道府県に協議

しなければならない。 

８ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたときは、直ちに、これを公表するとともに、主務大臣

に提出しなければならない。 

９ 主務大臣は、前項の規定により市町村計画の提出があった場合においては、直ちに、その内容を

関係行政機関の長に通知しなければならない。この場合において、関係行政機関の長は、当該市町

村計画についてその意見を主務大臣に申し出ることができる。 
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10 第一項及び前三項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 

（減価償却の特例） 

第二十三条 市町村計画に記載された産業振興促進区域内において当該市町村計画に振興すべき業種

として定められた製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業（産業振興促進区域内において

生産された農林水産物又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理をし

たものを店舗において主に他の地域の者に販売することを目的とする事業をいう。次条において同

じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。次条において同じ。）の用に供する設備の取得等（取得又は

製作若しくは建設をいい、建物及びその附属設備にあっては改修（増築、改築、修繕又は模様替を

いう。）のための工事による取得又は建設を含む。次条において同じ。）をした者がある場合には、

当該設備を構成する機械及び装置並びに建物及びその附属設備については、租税特別措置法（昭和

三十二年法律第二十六号）の定めるところにより、特別償却を行うことができる。 

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第二十四条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条の規定により、地方公共団体が、

市町村計画に記載された産業振興促進区域内において当該市町村計画に振興すべき業種として定め

られた製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業若しくは旅館業の用に供する設備の取得等

をした者について、その事業に対する事業税、その事業に係る建物若しくはその敷地である土地の

取得に対する不動産取得税若しくはその事業に係る機械及び装置若しくはその事業に係る建物若し

くはその敷地である土地に対する固定資産税を課さなかった場合若しくは産業振興促進区域内にお

いて畜産業若しくは水産業を行う個人について、その事業に対する事業税を課さなかった場合又は

これらの者について、これらの地方税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が総

務省令で定める場合に該当するものと認められるときは、地方交付税法第十四条の規定による当該

地方公共団体の各年度における基準財政収入額は、同条の規定にかかわらず、当該地方公共団体の

当該各年度分の減収額（事業税又は固定資産税に関するこれらの措置による減収額にあっては、こ

れらの措置がされた最初の年度以降三箇年度（個人の行う畜産業及び水産業に対するものにあって

は、総務省令で定める期間に係る年度）におけるものに限る。）のうち総務省令で定めるところに

より算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置が総務省令で定

める日以後において行われたときは、当該減収額について当該各年度の翌年度）における基準財政

収入額となるべき額から控除した額とする。 

 

○過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第二十四条の地方税の課税免除又は不均一課税に

伴う措置が適用される場合等を定める省令 

（法第二十四条に規定する総務省令で定める場合） 

第一条 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下「法」という。）第二十四条に規定

する総務省令で定める場合は、次の各号に掲げる税目の区分に応じ、当該各号に定める場合とする。 

一 事業税 次のイ又はロに掲げる事業税について課税免除又は不均一課税をすることとしている

場合 

イ 法第二条第二項の規定による公示の日（以下「公示日」という。）から令和六年三月三十一

日までの間に、同条第一項に規定する過疎地域の区域（令和三年三月三十一日において旧過疎

地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第三十三条第一項の規定の適用を受けて

いた市町村の区域であって法第四十二条の規定により過疎地域とみなされる区域にあっては同

条の規定を適用しないとしたならば法第三条第一項若しくは第二項（これらの規定を法第四十

三条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第四十一条第二項の規定により過疎

地域とみなされることとなる区域に限る。ロにおいて同じ。）又は法附則第五条に規定する特

定市町村の区域（法附則第六条第一項、第七条第一項又は第八条第一項の規定により特定市町

村の区域とみなされる区域を含む。ロにおいて同じ。）のうち法第八条第一項に規定する市町

村計画に記載された同条第四項第一号に規定する産業振興促進区域内において、当該市町村計

画において振興すべき業種として定められた租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）

第十二条第三項の表の第一号の中欄又は第四十五条第二項の表の第一号の中欄に掲げる事業の
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用に供する設備で同法第十二条第三項の表の第一号の下欄又は第四十五条第二項の表の第一号

の下欄の規定の適用を受けるものであって、取得価額の合計額が次に掲げる事業の区分に応じ

それぞれ次に定める額以上のもの（ 以下「特別償却設備」という。）の取得等（法第二十三条

に規定する取得等（租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号）第二十八条の九第

十項に規定する資本金の額等（ ⑴において「資本金の額等」という。）が五千万円超である法

人が行うものにあっては新設又は増設に限る。）をいう。次条第一項第一号及び第二号におい

て同じ。） をした者（ 第二号及び第三号において「特別償却設備設置者」という。） につ

いて、当該設備の所在する都道府県が、当該設備を事業の用に供した日の属する年又は事業年

度以後の各年又は各事業年度の所得金額又は収入金額（ 当該都道府県において課する事業税の

課税標準額となるものをいう。）のうち当該設備に係るものとして計算した額に対して課する

事業税 

 ⑴ 製造業又は旅館業（下宿営業を除く。次条第一項第一号において同じ。） 五百万円（資本

金の額等が五千万円超一億円以下である法人が行うものにあっては千万円とし、資本金の額

等が一億円超である法人が行うものにあっては二千万円とする。） 

⑵ 情報サービス業等又は農林水産物等販売業（法第二十三条に規定するものをいう。次条第

一項第一号において同じ。） 五百万円 

ロ 過疎地域の区域又は特定市町村の区域のうち法第八条第一項に規定する市町村計画に記載さ

れた同条第四項第一号に規定する産業振興促進区域内において畜産業又は水産業を行う個人で

その者又はその同居の親族の労力によってこれらの事業を行った日数の合計がこれらの事業の

当該年における延べ労働日数の三分の一を超え、かつ、二分の一以下であるものについて、公

示日の属する年以後の各年のその者の所得金額に対して課する事業税 

二 不動産取得税 特別償却設備設置者について、当該特別償却設備である家屋及びその敷地であ

る土地の取得（公示日以後の取得に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日か

ら起算して一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土

地の取得に限る。）に対して課する不動産取得税について課税免除又は不均一課税をすることと

している場合 

三 固定資産税 特別償却設備設置者について、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに

当該家屋の敷地である土地（公示日以後において取得したものに限り、かつ、土地については、

その取得の日の翌日から起算して一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があっ

た場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税について課税免除又は不均一課税

をすることとしている場合 

（法第二十四条に規定する総務省令で定める期間に係る年度） 

第三条 法第二十四条に規定する総務省令で定める期間に係る年度は、事業税の課税免除又は不均一

課税をした最初の年度から五箇年度とする。 

 
○租税特別措置法 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第十二条（略） 

２（略） 

３（略） 

 地区 事業 設備  

 一 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条

第一項の規定により半島振興対策実施地域として

指定された地区のうち、産業の振興のための取組が

積極的に促進されるものとして政令で定める地区 

製造業その他の

政令で定める事

業 

当該地区内において

営む当該事業の用に

供される設備で政令

で定める規模のもの 

 

 二 （略）    

 三 （略）    

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 
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第四十五条（略） 

２（略） 

 地区 事業 設備  

 一 半島振興法第二条第一項の規定により半島振興

対策実施地域として指定された地区のうち、産業の

振興のための取組が積極的に促進されるものとし

て政令で定める地区 

製造業その他の

政令で定める事

業 

当該地区内において

営む当該事業の用に

供される設備で政令

で定める規模のもの 

 

 二 （略）    

 三 （略）    

 

○租税特別措置法施行令 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第六条の三（略） 

２～13（略） 

14 法第十二条第三項の表の第一号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造業、農林水産物等販

売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物又は当該農林水産物を原料若しくは

材料として製造、加工若しくは調理をしたものを店舗において主に当該地区以外の地域の者に販売

することを目的とする事業をいう。）、旅館業及び情報サービス業等（情報サービス業その他の財

務省令で定める事業をいう。第十六項、第十八項及び第二十項において同じ。）のうち、同号の上

欄に掲げる地区に係る特定過疎地域持続的発展市町村計画に振興すべき業種として定められた事業

とし、同号の下欄に規定する事業の用に供される設備で政令で定める規模のものは、一の設備を構

成する減価償却資産の取得価額の合計額が五百万円以上である場合の当該一の設備とする。 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第二十八条の九（略） 

２～14（略） 

15 法第四十五条第二項の表の第一号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造業、農林水産物等

販売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物又は当該農林水産物を原料若しく

は材料として製造、加工若しくは調理をしたものを店舗において主に当該地区以外の地域の者に販

売することを目的とする事業をいう。第二号において同じ。）、旅館業及び情報サービス業等（情

報サービス業その他の財務省令で定める事業をいう。以下この条において同じ。）のうち、同表の

第一号の上欄に掲げる地区に係る特定過疎地域持続的発展市町村計画に振興すべき業種として定め

られた事業とし、同号の下欄に規定する事業の用に供される設備で政令で定める規模のものは、次

の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 製造業又は旅館業 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が五百万円（当該法

人が次に掲げる法人に該当する場合には、それぞれ次に定める金額）以上である場合の当該一の

設備 

イ 資本金の額等が五千万円を超え一億円以下である法人（法第四十二条の四第八項第八号に規

定する適用除外事業者（以下この条において「適用除外事業者」という。）に該当するものを

除く。） 千万円 

ロ 資本金の額等が一億円を超える法人又は適用除外事業者に該当する法人 二千万円 

二 農林水産物等販売業又は情報サービス業等 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合

計額が五百万円以上である場合の当該一の設備 


